
​東京育英日本語学院　学則​

​第1章　総則​
​（機関の目的）​
​第1条　​
​本学院は、異なる価値観を尊重できる人間力や社会貢献への意識を持てる共生力を持った人材を輩出するに​
​は大学・専門学校への進学が必要であると考え、その土台として自らが主体となって学習する習慣を作り、​
​日本社会に貢献できる基礎力を育成する。​

​本学院は、日本が抱える社会課題に貢献するには問題を自分事として考えて行動するためのコミュニケー​
​ション能力が必要であると考え、地域交流を通じて日本社会と関わりを持ち、社会に発信できるコミュニ​
​ケーション能力を育成する。​

​（機関の名称）​
​第2条​
​本学院は、【東京育英日本語学院】と称する。​

​（主たる事務所の所在地）​
​第3条​
​本学院の主たる事務所は、東京都荒川区東日暮里6-25-13に置く。​

​（日本語教育課程、修業期間、収容定員等）​
​第4条​
​本学院には、留学のための課程として3課程を置く。​
​本学院の課程の修業期間、収容定員、クラス数及び始期は、次の表のとおりとする。​

​第1部・第2部​ ​課程名​ ​修業期間​ ​収容定員​ ​クラス数​ ​始期​

​第1部​

​進学2年課程​ ​2年​ ​180​ ​9​ ​4月​

​進学1年9か月課程​ ​1年9か月​ ​40​ ​2​ ​7月​

​進学1年6か月課程​ ​1年6か月​ ​20​ ​1​ ​10月​

​小　　　　計​ ​240​ ​12​

​第2部​

​進学2年課程​ ​2年​ ​180​ ​9​ ​4月​

​進学1年9か月課程​ ​1年9か月​ ​40​ ​2​ ​7月​

​進学1年6か月課程​ ​1年6か月​ ​20​ ​1​ ​10月​

​小　　　　計​ ​240​ ​12​

​計​ ​480​ ​24​

​※1日あたりの授業時間を4時間とし、週当たりの授業時間は20時間とする。​
​　ここでいう授業時間は45分(1単位時間=45分)とする。​



​第2章　授業実施期間、授業日数及び休業日​

​（実施期間）​
​第5条​
​１　日本語教育課程の評価等を実施する期間は、下記の通りとする。​
​・進学2年課程は、4月から始まり、翌々年の3月までとする。​
​・進学1年9か月課程、7月から始まり、翌々年の3月までとする。​
​・進学1年6か月課程、10月から始まり、翌々年の3月までとする。​

​２　前述の期間を分けて、学期を下記の通りとする。​
​（１）Ⅰ期　4月1日から6月30日まで​
​（２）Ⅱ期　7月1日から9月30日まで​
​（３）Ⅲ期　10月1日から12月31日まで​
​（４）Ⅳ期　1月1日から3月31日まで​

​（授業日数及び休業日）​
​第6条​
​１　本学院が授業を開講できる日数は１年から休業日を除いた日数とする。​
​２ 　休業日は、次のとおりとする。​
​（１）土曜日​
​（２）日曜日​
​（３）祝日​
​（４）下記に示す長期休業期間​
​　１）夏季休業（8月第1週目の土曜日から2週間）​
​　２）秋季休業（10月1日からスポーツの日まで）​
​　３）冬季休業（12月23日から1月7日まで）​
​　４）春季休業（春分の日の前日から4月7日まで）​
​３　第2項に定める休業日のほか、非常災害その他急迫の事情があると学院長が認める時は、​
​　　この限りではない。​

​（授業の終始時刻）​
​第7条​
​授業の終始時刻は校長が定め、次の通りに行う。​
​（１）第1部　9時10分～12時30分​
​（２）第2部　13時10分～16時30分​



​第3章　日本語教育課程​
​（日本語教育課程）​
​第8条​
​本学院には、以下の表の項の第一欄に掲げる日本語教育課程を置き、修業期間、目標とする日本語能力​
​（「日本語教育の参照枠」（令和3年10月12日文化審議会国語分科会）の尺度で示された日本語能力をい​
​う。）、収容定員数、レベル及び単位授業時数はそれぞれ第二欄から第六欄までに掲げるとおりとする。​

​日本語教育課程​ ​修業期間​ ​日本語能力の到達目標​ ​収容定員数​ ​レベル​ ​単位時間数​

​進学2年課程​ ​2年​

​・熟達した日本語話者を​
​相手に、お互いにストレ​
​スを感じさせることな​
​く、普通の対話や関係が​
​維持できる程度に流暢に​
​自然に対話できる。​

​・レポートを書くときや​
​議論をする際に、問題点​
​の根拠を提示しながら自​
​分とは異なる立場につい​
​ても理解しつつ、自分の​
​意見を説明できる。​

​・社会的なテーマを共通​
​語で話されたり書かれた​
​りするものであれば、抽​
​象的な話題でも具体的な​
​話題でも、内容的にも言​
​語的にもかなり複雑な話​
​の要点を理解できる。​

​・地域交流を通じて日本​
​社会と関わりながら、日​
​本の社会や文化を学び、​
​実践的なコミュニケー​
​ションを図ることができ​
​る。​

​・入学してすぐに卒業時​
​の目標を設定し、目標を​
​達成するまでの方法や課​
​題などを自分で考えるこ​
​とができる。加えて、今​
​までの学習の成果を振り​
​返る際に、まずは自ら学​
​習計画を記述しながら振​
​り返り、次に向けて加筆​
​修正することができる。​
​それにより、今後学習を​
​継続するうえで困難が生​
​じても、自らの力で適切​
​に対処し、学習を継続す​
​ることができる。​

​360​

​B2​

​1600​

​進学1年9か月課程​ ​1年9か月​ ​80​ ​1400​

​進学1年6か月課程​ ​1年6か月​ ​40​ ​1200​



​第4章　学習の評価、課程修了の認定​
​（学習の評価および進級）​
​第9条​
​学習者の成績評価は、以下のように行う。​
​●成績​
​＜科目別＞​
​初級レベル​
​「総合日本語」の成績を算出する。​
​Ｓ（90点以上）／Ａ（80～90点未満）／Ｂ（70～80点未満）／Ｃ（60～70点未満）／Ｄ（60点未満）​
​中級、中上級、上級レベル​
​「総合日本語」「読解」「聴解」「会話」「言語知識」の各成績を算出する。​
​Ｓ（90点以上）／Ａ（80～90点未満）／Ｂ（70～80点未満）／Ｃ（60～70点未満）／Ｄ（60点未満）​

​科目別成績は学生指導において用い、成績表には記載しない。​

​＜言語活動別＞​
​「聞くこと」「読むこと」「話すこと（やり取り）」「話すこと（発表）」「書くこと」の成績Ｃ以上を合​
​格とし、進級させる。​
​Ｓ（90点以上）／Ａ（80～90点未満）／Ｂ（70～80点未満）／Ｃ（60～70点未満）／Ｄ（60点未満）​

​Ｄ評価を取った科目についてはクラス担任(本務等教員)と学生本人が振り返りシートを用いながら面談を行​
​う。面談後、クラス担任(本務等教員)が教科書から抜粋した課題を用いて、15分程度の補講を行う。その後、​
​再試験を行い60%以上に達していることを確認し、進級させる。​

​成績算出時期​
​4月期：6月末​
​7月期：9月末​
​10月期：12月末​
​1月期：3月末​

​●修了要件​
​総合出席率80％以上で、「聞くこと」「読むこと」「話すこと（やり取り）」「話すこと（発表）」「書く​
​こと」の成績Ｃ以上を修了要件とする。​
​Ｓ（90点以上）／Ａ（80～90点未満）／Ｂ（70～80点未満）／Ｃ（60～70点未満）／Ｄ（60点未満）​

​成績算出時期​
​2年目の3月末​

​Ｄ評価を取った科目についてはクラス担任(本務等教員)が教科書から抜粋した課題を用いて、15分程度の補​
​講を行う。その後、再試験を行い60%以上に達していることを確認し、修了とする。​

​※言語活動別の成績の算出方法は各科目での各言語活動のそれぞれの成績を以下の割合で反映する。​
​初級レベル​
​「聞くこと」総合日本語100％​
​「読むこと」総合日本語100％​
​「話すこと（やり取り）」総合日本語100％​
​「話すこと（発表）」総合日本語100％​
​「書くこと」総合日本語100％​



​中級、中上級、上級レベル​
​「聞くこと」総合日本語80％　聴解20％​
​「読むこと」総合日本語50％ 読解30% 言語知識20%​
​「話すこと（やり取り）」総合日本語80％ 会話20％​
​「話すこと（発表）」総合日本語100％​
​「書くこと」総合日本語100％​

​（修了等）​
​第10条​
​１　学院長は、総合出席率80％以上の者に対し、教育課程で定められた各授業科目について第9条に定める​
​　　学習の評価を行い、すべての評価においてC以上である者に対して当該課程の修了を認定する。​
​２　学院長は、本学院の所定の課程を修了した者に対して、卒業証書を授与する。​

​第5章　教員及び職員組織​
​（教員及び職員組織）​
​第11条​
​１　本学院には、次の教員及び職員を置く。​
​（１）学院長​
​（２）主任教員​
​（３）教員　　　　　　30名以上（うち、本務等教員13名以上）​
​（４）生活指導担当者　10名以上（うち、本務等教員2名以上）​
​（５）事務職員　　　　8名以上​
​２　前項のほか、必要な職員を置くことができる。​

​（学院長）​
​第12条​
​学院長は、本学院の業務をつかさどり、所属する教員及び職員を監督する。​

​（主任教員）​
​第13条​
​教育課程の編成及び他の教員の指導の責任者として、主任教員を置く。​

​（教員会議）​
​第14条​
​職務の円滑な執行に資するため、教員会議を置く。​
​教員会議は学院長が主宰する。​

​第6章　在籍等​
​（入学資格）​
​第15条​
​本学院への入学資格は、次の条件をいずれも満たしていることとする。​
​（１）12年以上の学校教育又はそれに準ずる課程を修了している者​
​（２）年齢が18歳以上の者​
​（３）進学2年課程：日本語教育の参照枠のA1相当の日本語能力があり、その証明書を提出できる者。​
​（４）進学1年9か月課程：日本語教育の参照枠のA2相当の日本語能力があり、その証明書を提出できる者。​
​（５）進学1年6か月課程：日本語教育の参照枠のB1相当の日本語能力があり、その証明書を提出できる者。​
​（６）心身共に健康で、勉学の意思・能力を有する者。 ​
​（７）留学期間中の経費支弁能力があり、信頼のおける保証人を有する者。 ​
​（８）正式な手続きによって日本国への入国を許可される見込みのある者。 ​



​（９）日本の法律及び学校規則を遵守できる者。​
​（１０）英語のコミュニケーションレベルが、CEFR A2以上ある者。​

​（入学手続）​
​第16条​
​本学院の入学手続きは、次のとおりとする。​
​（１）本学に入学しようとする者は、本学が定める入学願書、その他の書類に必要な事項を記載し、第20条​
​に定める入学検定料を添えて、指定期日までに出願しなければならない。​
​（２）前号の手続きを完了した者に対して書類審査、筆記試験、面接の選考を行い、入学者を決定する。​
​（３）本学に入学を許可された者は、指定期日までに第20条に定める入学金、授業料、教材費、施設費、課​
​外活動費、保険料、健康管理費及び必要な書類を添えて、入学の手続をしなければならない。​

​（休学・転学・退学）​
​第17条​
​１　学生が疾病その他やむを得ない事由によって、5日以上休学しようとする場合は、その事由及び休学の​
​期間を記載した休学届に、診断書及びその他必要な書類を添えて申請し、学院長の許可を受けなければなら​
​ない。​
​２　休学した者が復学しようとする場合は、学院長にその旨を届け出て、学院長に許可を受けることで復学​
​することができる。​
​３　転学・退学しようとする者は、その事由を記し、学院長の許可を受けなければならない。​
​４　休学又は退学する者は、学院長の許可を受ける手続きを可及的速やかに行わなければならない。​

​（変更の届出）​
​第18条​
​何らかの理由で、本学院に届け出ている住所、在留期間、在留資格、アルバイト先などに変更があった場合​
​は、可及的速やかに届け出なければならない。​
​また、住所変更は14日以内に、所在地の区、市役所、​​出入国在留管理庁長官​​に届け出なければならない。​

​（災害時における学習継続の措置）​
​第19条​
​本学院が災害により日本語教育を継続することが困難となった場合、あらかじめ定めている支援フローに基​
​づき提携している転学先を紹介するなど、学生が日本での学習を継続的に行えるよう努めるものとする。​

​第7章　学生納付金等​
​（学生納付金等）​
​第20条​
​本学院の学生納付金は、次のとおりとする。​

​初年度​​　​
​（通貨単位：円）　※税込み​

​入学​
​検定料​

​入学金​ ​授業料​ ​教材費​ ​施設費​ ​課外活動費​ ​保険料​ ​健康管理費 ​合計​

​35,000​ ​50,000​ ​690,000​ ​40,000​ ​40,000​ ​24,000​ ​15,000​ ​5,000​ ​899,000​



​次年度​
​（通貨単位：円）　※税込み​

​授業料​ ​教材費​ ​施設費​ ​課外活動費​ ​保険料​ ​健康管理費​ ​合計​

​進学2年課程​ ​690,000​ ​40,000​ ​40,000​ ​24,000​ ​15,000​ ​5,000​ ​814,000​

​進学1年9か月課程​ ​517,500​ ​32,500​ ​40,000​ ​18,000​ ​15,000​ ​5,000​ ​628,000​

​進学1年6か月課程​ ​345,000​ ​26,000​ ​40,000​ ​18,000​ ​15,000​ ​5,000​ ​449,000​

​【注意事項】​
​１．日本国内の消費税が上がった場合は、在学中の場合でも消費税の差額を徴収する。​
​２．すべての送金手数料は自国内、日本国内分ともに申請者の負担とする。​
​３．学生が在籍中は、出席の有無にかかわらず、授業料を所定の期日までに納入しなければならない。​
​４．学生が休学した場合は、前項の規定にかかわらず、その始期の属する月の翌月から授業料を免除するこ​
​とがある。​

​（学生納付金の返還）​
​第21条​
​既に納入した学生納付金は、以下の通り返金を行う。​
​1．入国前​
​（1）在留資格認定申請書類提出後のキャンセルの場合​
​在留資格認定証明書（COE）の交付、不交付に関わらず、入学検定料および入学金は返金しない。授業料お​
​よびその他の費用は、入学許可書と引き換えの上、振込手数料を除いた全額を返金する。​
​（2）在留資格認定証明書（COE）交付されたが、留学ビザの申請を行わず来日しない場合​
​理由の如何に関わらず入学検定料および入学金は返金しない。授業料およびその他の費用は、在留資格認定​
​証明書（COE）および入学許可証と引き換えの上、振込手数料を除いた全額を返金する。​
​（3）日本在外公館によってビザ発給が拒否された場合​
​入学検定料および入学金は返金しない。授業料およびその他の費用は、本学院職員が日本在外公館において​
​留学ビザが発給されなかったことの確認ができた後、入学許可証と引き換えの上、振込手数料を除いた全額​
​を返金する。​
​（4）日本在外公館によってビザ発給後に入学をキャンセルした場合​
​理由の如何に関わらず入学検定料および入学金は返金しない。授業料およびその他の費用は、留学ビザが未​
​使用で失効が確認できた後、入学許可証と引き換えの上、キャンセル料として上限15,000円と振込手数料を​
​除いた全額を返金する。​

​2．入国後​
​（1）授業開始前の場合​
​日本を出国後、留学在留資格が失効したことを本学院が確認し、文書での届出を本学院が受け付けた時点で​
​「入学検定料」「入学金」「振込手数料」「キャンセル料として上限15,000円」を除いた全額を返金する。​
​（2）授業開始後の場合​
​日本を出国後、留学在留資格が失効したことを本学院が確認し、文書での届出を本学院が受け付けた時点​
​で、退学届が出された学期分以降の納付金から「入学検定料」「入学金」「振込手数料」「キャンセル料と​
​して上限50,000円（退学届が出された学期分以降の納付金の20％に相当する金額）」を除いた全額を返金す​
​る。​
​（3）除籍の場合​
​入学検定料、入学金、授業料およびその他の費用は返金しない。​



​3.　免責事項​
​天災、事故、感染症、交通機関のストライキや気象状況等で交通機関が止まる恐れがある時など、やむを得​
​ない事情で授業を中止する場合は免責とし、その分の授業料およびその他の費用の返金は行わない。​

​第8章　賞罰​
​（賞罰）​
​第22条​
​１　成績優秀にして他の模範となる者については、学院長はこれを表彰することができる。​
​２　賞罰は、賞罰委員会(学院長、主任教員、事務を統括する職員)の議を経て、学院長がこれを行う。​

​（懲戒処分）​
​第23条​
​１　学生が、この学則、その他本学院の定める諸規則を守らず、その本分にもとる行為があったときは、学​
​院長は、当該学生に対して懲戒処分を行うことができる。​
​２　懲戒処分の種類は、訓告、除籍の２種とする。​
​３　前項の除籍は、次の各号のいずれかに該当する学生に対してのみ行うものとする。​
​（1）日本国の法律に違反した者​
​（2）日本の社会道徳に著しく反する行為をした者​
​（3）出入国管理及び難民認定法に違反し行政から処分を受けた者​
​（4）性行不良で改善の見込みがないと認められる者​
​（5）学力劣等で成業の見込みがないと認められる者​
​（6）正当な理由がなく出席が常でない者​
​（7）本学院の規則に従わず、本学院の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者​
​（8）提出書類の内容に、重大な虚偽があることが判明した者​
​（9）正当な理由なく且つ所定の手続きを行わずに、授業料等を滞納し、その後においても納入の見込　　​
​がない場合​
​４　前項の除籍を決定する際は学院長による懲罰委員会を開催する。​

​第9章　雑則​
​（寄宿舎）​
​第24条​
​寄宿舎に関する事項は、「入寮規定」を別に定める。​

​（健康診断）​
​第25条​
​健康診断は、毎年1回医療機関において定期的に実施する。​

​附　　則​

​この学則は、令和9年4月1日から施行される。​


